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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成３０年１１月２９日（平成３０年（行情）諮問第５３４号） 

答申日：平成３１年３月２６日（平成３０年度（行情）答申第５３９号） 

事件名：「日米地位協定の考え方（改訂版）の表紙」の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「日米地位協定の考え方（改訂版）の表紙」（以下「本件対象文書」と

いう。）につき，その全部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年１０月２２日付け情報公開

第０１２２１号により外務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」とい

う。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取

消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

外務省は，本件請求文書である「昭和５０年代に作成された『日米地位

協定の考え方 （改訂版）』の表紙のみ」の存在を認め，特定したものの，

「本件文書を公にすることにより米国との交渉上不利益を被るおそれ及び

米国との信頼関係が損なわれるおそれがある」ことを理由として，法５条

３号の不開示条項に該当するとして不開示決定を行った。 

しかしながら，本件文書，すなわち外務省が昭和５０年代に作成した

「日米地位協定の考え方（改訂版）」（以下「本件資料」という。）の表

紙のみを開示した場合，米国との交渉上不利益を被るおそれ及び米国との

信頼関係が損なわれるおそれがあるとは，一般的な常識に照らしても考え

にくい。よって本件処分の取消しと開示を求めるものである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

外務省は，平成３０年８月２１日付けで受理した審査請求人からの開示

請求「昭和５０年代に作成された「日米地位協定の考え方（改訂版）」の

表紙のみ。」に対し，法１０条による延長を行い，１件の文書を特定し，

不開示とする原処分を行った（平成３０年１０月２２日付け情報公開第０

１２２１号）。 

これに対し，審査請求人は，平成３０年１０月２３日付けで対象文書の

不開示部分について，不開示情報に該当することを不服とし，原処分の取
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消しを求める審査請求を行った。 

２ 本件対象文書について 

 本件文書は，原処分において不開示とされた文書１（本件資料の表紙）

の１件である。 

３ 不開示とした部分について 

 文書１は，「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条

約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に

関する協定（昭和三十五年条約第七号）」に関して，昭和５０年代に作成

された外務省の部内の参考資料であり，同文書は，我が国と米国との間の

協議事項に係る外務省内の考え方，日米両国間の協議の内容等に関する記

述が含まれており，公にすることにより米国との交渉上不利益を被るおそ

れ及び米国との信頼関係が損なわれるおそれがあると判断し，同文書を含

む本件資料を不開示とする外務省決定を妥当とする答申（平成１８年度

（行情）答申第３４３号，平成２０年度（行情）答申第２０５号，平成２

２年度（行情）答申第３３８号及び平成３０年度（行情）答申第１９５

号）及び判決（東京高等裁判所平成１８（行コ）１０９）を踏まえ，法５

条３号により不開示とした。 

４ 審査請求人の主張について 

 審査請求人は，「本件資料の表紙のみを開示した場合，米国との交渉上

不利益を被るおそれ及び米国との信頼関係が損なわれるおそれがあるとは，

一般的な常識に照らしても考えにくい」として，原処分の取消しを求めて

いる。 

 しかしながら，本件資料にはその全体にわたって，我が国と米国との間

の協議事項に係る外務省内の考え方，日米両国間の協議の内容等に関する

記述が含まれており，時の経過を勘案しても引き続き公にすることにより

米国との交渉上不利益を被るおそれ及び米国との信頼関係が損なわれるお

それがある。東京高等裁判所平成１８（行コ）１０９において，「被告ら

は，本件新文書は日米地位協定に関する担当者の考え方を記した外務省の

部内の参考資料であり，その全体にわたって，我が国と米国との間の協議

事項に係る同省内の考え方や，両国間の協議の内容等に関する記述が含ま

れている旨主張しており，同文書の表題及び日米地位協定の内容並びに弁

論の全趣旨にかんがみれば，同文書の概括的な記載内容は，被告らが主張

するとおりであると推認することができる。よって，本件新文書は，その

外形的事実等から判断される一般的，類型的にみた限りの当該文書の性質

として『国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との信頼関係

が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るお

それがある』と行政機関の長が判断をし得る情報が記録されているもので

あると認められる」と認められている。さらには，平成３０年度（行情）
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答申第１９５号（以下「先例答申」という。）においても，審査請求人は，

表紙や目次など，公にしても米国との信頼関係が損なわれるおそれがなく

法５条３号の不開示情報に該当しない内容も含まれていると推察される等

の理由に基づき，法５条３号に該当しない部分については部分開示するこ

とを求めていたが，当該文書の記載内容は，その全部が法５条３号に該当

し，不開示とすることが妥当であるとの判断が下っている。したがって，

外務省は，上記２のとおり，対象文書の不開示事由の該当性を厳正に審査

した上で原処分を行っており，審査請求人の主張には理由がない。 

５ 結論 

上記の論拠に基づき，外務省としては，原処分を維持することが適当で

あると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年１１月２９日 諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１２月１１日    審議 

   ④ 平成３１年３月１１日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑤ 同月２２日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件対象文書は，本件資料の表紙である。 

審査請求人は，原処分の取消しを求めており，諮問庁は，本件対象文書

が法５条３号に該当するとして不開示とした原処分を妥当としていること

から，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の不開示情

報該当性について検討する。 

なお，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁か

ら，上記第３の４の「東京高等裁判所平成１８（行コ）１０９」は「東京

高等裁判所平成１８（行コ）１０９の原判決である東京地方裁判所平成１

６（行ウ）２６７」に修正するとの説明があった。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）審査請求人は，本件開示請求は本件資料の一部のみの開示を求めるも

のであるとして，本件対象文書の開示の可否を判断するに当たっては，

開示を求める部分の不開示情報該当性のみを判断すれば足り，当該部分

は本件資料の表紙にすぎないことから法５条３号には該当せず開示すべ

きである旨主張するものと解される。しかしながら，法３条に定める開

示請求権は，あるがままの形で行政文書を開示することを求める権利で

あることに鑑みれば，審査請求人が開示を求める本件資料の特定部分を

独立した文書のように扱い，当該部分の不開示情報該当性について本件



 

 4 

資料全体の不開示情報該当性と切り離して判断することは適当ではない。 

（２）そこで，諮問庁から本件資料の提示を受けて確認したところ，本件資

料には，日米地位協定の解釈に関する日本側の考え方，日米間の協議事

項に関する外務省内の考え方，日米間における関連の外交交渉，日米合

同委員会における議論及びその背景となった考え方，国会における審議

の関連部分の抜粋及び質問主意書の関連部分，政府発表及び政府の統一

見解，既存の関連国内法，公表済みの日米合同委員会における合意など

が詳細かつ深く掘り下げて記載されていることが認められる。 

そして，本件対象文書には，公表されていない情報が記載されている

ことが認められ，上記本件資料の性質及び本件資料を全部不開示とした

決定を妥当とした先例答申の判断をも併せ考えれば，本件対象文書は，

その一部であっても，これを公にすれば，日米地位協定の解釈・運用等

に関する今後の米国との交渉上不利益を被るおそれ及び米国との信頼関

係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の

理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とすること

が妥当である。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その全部を法５条３号に該当す

るとして不開示とした決定については，同号に該当すると認められるので，

妥当であると判断した。 

（第２部会）  

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 

 


